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東温市の当初予算の規模

当初予算額の推移

収入（歳入）の内訳[一般会計]

支出（歳出）の内訳[一般会計]

[1] 低所得妊婦初回産科受診料支援
[2] 健康アプリポイント事業
[3] がんの治療に係るウィッグ類等購入費助成事業
[4] 帯状疱疹の予防
[5] 代筆・代読支援者派遣事業
[6] こども家庭センターの運営
[7] 医療的ケア児保育事業
[8] 結婚新生活支援事業
[9] 拡大新生児スクリーニング検査
[10] 木造住宅耐震改修設計の助成
[11] 第３次東温市環境基本計画の策定
[12] 火葬場周辺整備事業
[13] 災害情報システム高度化事業
[14] 消防車両整備事業
[15] 小学校社会科副読本改訂・配布業務
[16] 水泳授業委託事業
[17] 川内公民館事務所等照明設備のＬＥＤ化
[18] 書かないワンストップ窓口導入等事業
[19] 基幹系システム標準化対応

Ⅰ　みんなが元気になる健康福祉のまち
１　生涯健康づくりの推進

[1] 医師の確保対策
[2] 健康教育の実施
[3] 健康診査・がん検診
[4] 各種予防接種

２　地域福祉体制づくりの推進
[5] 社会福祉協議会への活動支援

３　高齢者施策の充実
[6] 地区敬老会事業への助成
[7] 緊急通報体制の整備
[8] 養護老人ホーム等への入所措置
[9] 地域包括支援センター活動支援事業
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４　障がい者施策の充実
[10] 避難行動要支援者の支援
[11] 特別障害者手当の支給
[12] 療養介護医療費の給付
[13] 日常生活用具の支援
[14] 日常生活用具の支援（市単独）
[15] 障がい者のタクシー利用助成
[16] 障がい者福祉サービス費の給付
[17] 日中一時支援

５　子育て支援の充実
[18] 児童手当の支給
[19] 子ども医療費の助成
[20] 児童扶養手当の支給
[21] 教育・保育施設等への巡回指導
[22] 放課後児童指導(学童クラブ)事業
[23] 児童館の管理運営
[24] ファミリー・サポート・センターとうおんの運営
[25] 紙おむつ購入券の配付
[26] 出産世帯応援事業
[27] 出産世帯奨学金返還支援事業
[28] 病児・病後児保育
[29] 延長保育への支援
[30] 多子世帯の保育料軽減
[31] 保育所施設の改修
[32] ひとり親家庭の学習支援
[33] 婚活への支援

６　社会保障の充実
[34] 生活困窮者の自立相談支援
[35] 生活困窮者の保護
[36] 国民健康保険高額療養費の貸付

Ⅱ　安全で快適な社会基盤のまち
１　安全・安心な都市基盤の整備

[37] 都市計画基礎調査事業
[38] 道路橋梁の維持補修
[39] 市道の改良(前川堤防線）
[40] 市道の改良(牛渕西岡線）
[41] 市道の改良(出作平松線）
[42] 生活交通バス路線等運行への助成
[43] 地域公共交通活性化事業
[44] 公園の管理
[45] 公園整備事業（重信川かわまちづくり）

２　良好な住環境づくりの推進
[46] 市営住宅の管理
[47] 市営住宅の改修
[48] 空き家再生等の推進
[49] 移住地「とうおん」ブランド創生
[50] 移住コーディネイト
[51] 空き家有効活用の支援
[52] お試し移住の促進

３　環境施策の総合的推進
[53] エコ・キッズ等の支援
[54] 地球温暖化対策機器設置の補助
[55] ごみの収集
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[56] クリーンセンター解体撤去事業
[57] 美しいまちづくりの推進

４　上下水道等の整備
[58] 合併処理浄化槽設置への助成

５　消防体制と防災・減災対策の充実
[59] 家具等固定加速化支援事業
[60] 防災訓練の実施
[61] 避難所整備の強化
[62] 消防団車両等整備事業
[63] 自主防災組織の育成
[64] 浸水対策事業

６　防犯・消費生活・交通安全対策の充実
[65] 地区防犯灯設置への助成
[66] 運転免許自主返納サポート
[67] 交通安全施設の整備

Ⅲ　創造性と活力に満ちた元気産業のまち
１　農林業の振興

[68] 新規就農者対策事業
[69] 有害鳥獣捕獲事業
[70] 中山間地域等直接支払事業
[71] 土地改良事業への助成（市単独）
[72] 多面的機能支払交付金事業
[73] 自伐型林業推進事業
[74] 林道の改良
[75] 林道施設長寿命化事業

２　商工業の振興
[76] 中小零細企業の取組への助成
[77] 中小零細企業販路拡大に向けたマッチング
[78] とうおんスマートヘルスケア創出事業
[79] 愛媛大学等と連携したとうおん健康医療創生事業
[80] 愛媛大学地域協働センター事業

３　観光・物産の振興
[81] SAKURA select創出事業
[82] 観光物産協会への助成
[83] ふるさと交流館さくらの湯運営管理
[84] さくらの湯観光物産センター運営管理
[85] 家族で楽しむほっちょ市の開催
[86] とうおん魅力発信事業

４　雇用・勤労者福祉の充実
[87] 雇用創出奨励金の支給
[88] 雇用促進に向けた支援

Ⅳ　心豊かに学びあう文化創造のまち
１　学校教育の充実

[89] 部活動地域移行事業
[90] 新入学生へのヘルメット無償配布
[91] 学校施設大規模改修
[92] 特色ある学校づくりへの助成
[93] 演劇指導等アウトリーチ
[94] 学校ＩＣＴの整備
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[95] 特別支援教育
[96] 学校給食センターの運営
[97] 学校給食食材費物価高騰対策事業

２　青少年の健全育成
[98] 教育支援教室運営事業
[99] 青少年補導事業
[100] 地域ぐるみで育むえひめっ子未来創造事業

３　生涯学習社会の推進
[101] 各種講座の開催
[102] 大人と子どものふれあい広場

４　文化・スポーツの推進
[103] 分館活動事業への助成
[104] 各種スポーツ大会の開催
[105] 愛媛プロスポーツ応援事業

Ⅴ　みんなでつくる協働・自立のまち
１　人権尊重のまちづくりの推進

[106] 人権対策協議会等への助成

２　男女共同参画社会の形成
[107] 男女共同参画社会の推進

３　地域コミュニティの育成
[108] コミュニティ施設整備への助成
[109] 地域おこし協力隊の導入

４　市民と行政との協働のまちづくりの推進
[110] 広報とうおんの発行
[111] タウンミーティングの開催
[112] 多世代交流拠点施設運営管理
[113] 東温アートヴィレッジセンター運営管理

５　自立した自治体経営の推進
[114] ふるさと納税の推進
[115] 各種証明のコンビニ交付サービス
[116] 戸籍情報システム改修事業
[117] ＤＸ・デジタル化の推進

後期高齢者医療 [特別会計]

介護保険 [特別会計]

吉久工業団地 [特別会計]

下水道事業 [企業会計]
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●●●●

前年度と 比べると 　 △1. 0％ ( △3億5, 539万円)

　  会計別の前年度と の比較は、 下の表のと おり です。

企業会計と は？

　 地方公営企業法の適用を 受けて、 市が経営する 水道事業及び下水道事業の経理を 行う 会計です。

前年度と 比べると 　 △16. 4％ ( △17億3, 760万円)

前年度と 比べると 　 △9. 8％ ( △3億8, 179万円)

前年度と 比べると 　 ＋9. 0％ ( ＋17億6, 400万円)

　 一般会計は、 避難所整備強化事業や道路改良事業などの投
資的経費の増額などにより 、 本市発足後最大の212億7, 100万
円（ 対前年度比9. 0％増） と なり まし た。

一般会計と は？
　 福祉や環境、 ご み処理、 道路や公園整備、 教育など市が行う 行政サービ スのほと んどの事業の経理を 行
う 会計です。

特別会計と は？
　 国民健康保険、 後期高齢者医療、 介護保険、 吉久工業団地の特定の収入があり 一般会計と 区分し て経理を
行う 会計です。

　 特別会計は、 前年度から 17億3, 760万円（ 16. 4%） の減と な
り まし た。 こ のう ち、 田窪第２ 工業団地が事業完了に伴い廃
止と なるため、 それ以外の４ 会計を 比べると 、 5億490万円
（ 5. 4%） の減と なり まし た。

　 企業会計の内、 水道事業会計は、 受託水道施設改良に係る
工事の減少などにより 、 1億3, 259万円（ 6. 8％） の減と なり ま
し た。 下水道事業会計は、 汚水管渠工事の減少などにより 、 2
億4, 920万円（ 12. 7％） の減と なり まし た。 ●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●●●●●

一般会計

212億7, 100万円

特別会計
88億4, 980万円

企業会計
35億1, 451万円

全会計総額
336億3, 531万円

令和７ 年度 令和６ 年度 比　 　 較 増減率

212億7, 100万円 195億700万円 ＋17億6, 400万円 ＋9. 0％

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 34億6, 400万円 39億3, 600万円 △ 4億7, 200万円 △ 12. 0％

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 6億380万円 5億9, 600万円 ＋780万円 ＋1. 3％

介 護 保 険 特 別 会 計 43億4, 560万円 43億60万円 ＋4, 500万円 ＋1. 0％

田窪第２ 工業団地特別会計 廃止 12億3, 270万円 △ 12億3, 270万円 皆減

吉 久 工 業 団 地 特 別 会 計 4億3, 640万円 5億2, 210万円 △ 8, 570万円 △ 16. 4％

計 88億4, 980万円 105億8, 740万円 △ 17億3, 760万円 △ 16. 4％

水 道 事 業 会 計 18億541万円 19億3, 800万円 △ 1億3, 259万円 △ 6. 8％

下 水 道 事 業 会 計 17億910万円 19億5, 830万円 △ 2億4, 920万円 △ 12. 7％

計 35億1, 451万円 38億9, 630万円 △ 3億8, 179万円 △ 9. 8％

336億3, 531万円 339億9, 070万円 △ 3億5, 539万円 △ 1. 0％

会　 　 　 　 計　 　 　 　 別

一 般 会 計

特

別

会

計

企
業
会
計

合　 　 　 　 　 　 計
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　 収入の内訳を見てみると 、 自主財源は、 市税が
42. 3億円（ 19. 9％） 、 使用料・ 繰入金等が38. 0億
円（ 17. 9％） と なっ ています。 依存財源は、 地方
交付税が48. 5億円（ 22. 8％） と 収入の中で一番多
く 、 国庫支出金30. 4億円（ 14. 3％） 、 市債24. 5億
円（ 11. 5％） 、 県支出金15. 4億円（ 7. 2％） 、 地方
消費税交付金9. 6億円（ 4. 5％） 、 その他の収入が
4. 0億円（ 1. 9％） と なっ ています。 ●●●●●●
●●●●●●●

[ 地方交付税] ●●●●●●●●●●●●●●●
  地方交付税は、 全国のどの市町村に住んでも 一
定水準の行政サービスが受けら れるよう 国から 交
付さ れるも のです。
  令和７ 年度は、 普通交付税が44. 5億円、 特別交
付税が4億円で、 合計48. 5億円を見込みます。 ●●
●●●●●●

  令和７ 年度の一般会計の収入（ 歳入） の総額
は、 212億7, 100万円です。 市税や使用料など、 財
源の調達が自主的にでき るも の（ 自主財源） は、
全体の37. 8％にと どまっ ており 、 残り の62. 2％が
国や県の基準に基づき定めら れた額が交付さ れる
財源（ 依存財源） と なっ ています。

　 過去５ 年間分の一般会計当初予算額の推移、 そ
の他会計別当初予算額の推移をグラ フ にまと めま
し た。
  令和７ 年度一般会計では、 避難所整備強化事業
や道路改良事業などの実施に伴い、 投資的経費が
6億5, 392万円増額するなど、 前年度から 17億
6, 400万円（ 9. 0％） 増加し まし た。

  特別会計では、 田窪第２ 工業団地が事業完了に
伴い廃止と なり まし た。 また、 後期高齢者医療及
び介護保険は前年度から 増加し 、 国民健康保険及
び吉久工業団地は減少し まし た。
　 企業会計では、 水道事業会計、 下水道事業会計
と も に減少と なり まし た。

[ 市●●税] ●●●●●●●●●●●●●●●●
　 個人市民税は、 実績推移を踏まえた総合課税所
得の増額分を見込み、 前年度比2. 0％増の14. 8億円
を見込みます。
　 法人市民税は実績推移を踏まえた課税標準額の
増などを見込み、 前年度比7. 2％増の3. 9億円を見
込みます。
　 固定資産税は、 新増築家屋による増加、 課税標
準の特例の終了などにより などにより 、 前年度比
2. 2％増の19. 7億円を見込みます。

市 税

42.3億円

19.9%

使用料・

繰入金等

38.0億円

17.9%

地方交付税

48.5億円

22.8%

市 債

24.5億円

11.5%

地方消費

税交付金

9.6億円

4.5%

その他

4.0億円 1.9%

自主財源

37.8%

依存財源

62.2%

収入（歳入）

212億7,100万円

県支出金

15.4億円

7.2%

国庫支出金

30.4億円

14.3%
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総務費…市有財産の維持管理、 戸籍管理、 税金の徴収、
        選挙事務、 地域振興、 Ｄ Ｘ ・ デジタ ル化など の
        費用

消防費…消防や防災のための費用

農林水産業費…農林水産業の振興や生産基盤の整備など
              の費用
その他…議会、 労働、 商工、 災害復旧などの費用

民生費…お年寄り や障がいのある人に対する福祉の充
        実、 子育て支援などの費用
土木費…道路や公園などの整備、 維持管理の費用

教育費…学校教育や生涯学習、 文化・ スポーツ 振興など
        の費用
公債費…市が借り ている お金を 返済する 費用

衛生費…ごみ処理や環境保全、 病気の予防などの費用

補助費等…一部事務組合への負担金や各種団体に対する
          補助金など
繰出金…国民健康保険や介護保険などの特別会計への繰
        出
その他…維持補修、 積立、 出資、 貸付など

投資的経費…学校や道路等の公共施設の整備や改修など

  目的別に内訳を見てみると 、 民生費が72. 5億
円（ 34. 1％） で最も 多く 、 次いで土木費が35. 5
億円（ 16. 7％） 、 教育費23. 5億円（ 11. 1％） 、
総務費18. 9億円（ 8. 9％） 、 衛生費18. 6億円
( 8. 8％) 、 消防費16. 7億円（ 7. 8％） 、 公債費
15. 7億円( 7. 4％) 、 農林水産業費6. 5億円
（ 3. 0％） の順と なっ ています。

物件費…業務委託料・ 光熱水費・ 印刷・ 修繕・ 燃料費な
        ど

　 一般会計の支出の内訳を性質別に見てみる
と 、 人件費39. 7億円（ 18. 6％） 、 扶助費33. 2億
円（ 15. 6％） 及び公債費15. 7億円（ 7. 4％） を合
わせた義務的経費が全体の41. 6％を占め、 投資
的経費が46. 1億円（ 21. 7％） 、 その他の経費
（ 物件費、 補助費等、 繰出金など） が78. 0億円
（ 36. 7％） と なっ ています。 ●●●●●●●●
●●●●●●●●●●●●●●

人件費…特別職・ 職員の給与費、 議員・ 委員の報酬など

扶助費…児童手当・ 生活保護・ 児童扶養手当・ 障害者手
        当など
公債費…市が借り ている お金を 返済する 費用

民生費

72.5億円

34.1％

教育費

23.5億円

11.1％

衛生費

18.6億円

8.8%

消防費

16.7億円

7.8%

土木費

35.5億円

16.7%

総務費

18.9億円

8.9%

農林水産業費

6.5億円 3.0%

公債費

15.7億円

7.4%

その他

4.8億円 2.2%

支出（歳出）

212億7,100万円

人件費

39.7億円

18.6%

扶助費

33.2億円

15.6%

公債費

15.7億円

7.4%

補助費等

22.9億円

10.8% 物件費

33.9億円

15.9%

繰出金

13.8億円

6.5%

その他

7.4億円 3.5%

投資的経費

46.1億円

21.7%

義務的

経費

41.6%
その他

の経費

36.7%

支出（歳出）

212億7,100万円

投資的

経費

21.7％
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　 小児期発症の遺伝性難病を 早期発見・ 早期治療
につなげる ため、 拡大新生児スク リ ーニン グ検査
を 実施し ます。

　 ◇実施場所： 県内指定医療機関
　 ◇実施期間： 通年

[ 9] 拡大新生児スク リ ーニング検査
　 　 [ 健康推進課] 　 　 　 　  228万円

[ 10] 木造住宅耐震改修設計の助成
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  200万円

[ 4] 帯状疱疹の予防

    [ 社会福祉課] 43万円

144万円    [ 健康推進課]

[ 5] 代筆・ 代読支援者派遣事業

　 令和７ 年度に65歳、 70歳、 75歳、 80歳、 85歳、
90歳、 95歳、 100歳及び100歳以上と なる方を 対象
に帯状疱疹予防接種の費用を助成し ます。

　 ◇実施場所： 県内指定医療機関
　 ◇実施期間： 通年

　 視覚障がい者に対し て、 自宅に代読・ 代筆支援
者を 派遣し 、 意思疎通支援を行います。

[ 6] こ ども 家庭センタ ーの運営
    [ 保育幼稚園課] 767万円

　 大規模災害への備え
と し て、 こ れまで木造
住宅の耐震改修工事費
の助成を 行っ てき まし
たが、 令和７ 年度から
こ れに加え、 耐震改修
設計費の助成を 開始し
ます。

　 ◇助成件数： 10件
　 ◇上限額　 ： 20万円

　妊娠期も含めた、０歳～18歳
までのこどもと親の相談につ
いて、関係機関と協力し一体
的な支援を行います。
　また、支援計画（サポートプ
ラン）を相談者と一緒に作成
し、支援の道筋をわかりやすく
示していきます。

　 がんの治療に伴う 外見の変化を 補い、 がんの治
療の継続と 社会生活の両立を支援する ため、
ウィ ッ グや乳房補整具等の購入費用を 一部助成し
ます。

　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  2, 541万円

[ 1] 低所得妊婦初回産科受診料支援
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  14万円

[ 7] 医療的ケア児保育事業
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  1, 206万円

　 低所得の妊婦に対し て経済的負担軽減を 目的
に、 妊娠後の初回産科受診料を 助成し ます。

　 ◇支給方法： 受診券方式又は償還払方式
　 ◇助成額  ： 上限10, 000円

　 保育所において、 日常生活及び社会生活を 営む
ために医療行為を 要する 状態にある児童に対し 、
訪問看護業務の委託や看護師を 配置し 、 安全で安
心でき る教育・ 保育を 提供すると と も に、 その保
護者の負担軽減及び就労促進を 図り ます。

　 ◇実施場所： 南吉井保育所[ 2] 健康アプリ ポイ ント 事業

53万円　 　 [ 健康推進課] 　 　 　 　  

　 愛媛県が整備し た県民向け健康アプリ kencomの
普及を 図り 、 kencom利用者の健康づく り に関する
取組に対し て市独自のポイ ント を 付与し 、 健康づ
く り の取組を 応援し ます。

[ 8] 結婚新生活支援事業

　 人口減少対策と し て、 新たに結婚し た世帯に対
し 、 新生活の準備に要し た経費を 補助し ます。

 ◇助成額
　 　 ・ 令和７ 年４ 月１ 日以降に婚姻し 、 婚姻時夫婦
　 　 　 と も 29歳以下かつ世帯所得500万円未満の世帯
      【 最大80万円】
　 　 ・ 令和７ 年４ 月１ 日以降に婚姻し 、 婚姻時夫婦
　 　 　 と も 29歳以下かつ世帯所得500万円以上660万
　 　 　 円未満の世帯
　 　 　 【 最大40万円】
　 　 ・ 令和７ 年４ 月１ 日以
　 　 　 降に婚姻し 、 婚姻時
　 　 　 夫婦と も 39歳以下か
　 　 　 つ世帯所得500万円
　 　 　 未満の世帯
　 　 　 【 最大30万円】

[ 3] がんの治療に係るウィ ッ グ類等
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 購入費助成事業

54万円　 　 [ 健康推進課] 　 　 　 　  

総合戦略
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155万円

                   高度化事業

　 住民情報や税情報等を 取り 扱う 基幹系システム
は、 機能等が共通化・ 標準化さ れたシステムへ移
行するよう 法律で定めら れまし た。
　 期限と さ れる 令和７ 年度末までに、 本市システ
ムの改修等を行い、 円滑かつ安全なシステム標準
化への対応を進めます。

[ 19] 基幹系システム標準化対応

　 公民館の照明設備を Ｌ Ｅ Ｄ に更新するこ と によ
り 、 消費電力を 削減し 、 温室効果ガスの削減及び
維持管理費の削減を図り ます。

　 現在使用し ている 愛媛県災害情報システムの契
約期間満了に合わせて、 県が新たに愛媛県災害情
報システムを 構築するため、 システムの設計費と
構築費の一部を 負担し ます。

497万円

[ 18] 書かないワンスト ッ プ

窓口導入等事業　 　
　 　 [ 企画財政課] 　 　 　 　  5, 353万円

　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  

　 平成27年に導入し た高規格救急自動車を 更新計
画に基づき 更新し ます。 また、 職員の負担軽減及
び安全な活動を 行う ため、 電動スト レ ッ チャ ーを
導入し ます。

　 市役所での各種証明書の発行や転入・ 出生など
のラ イ フ イ ベン ト に関する手続を 、 原則、 一か所
で手続が可能と なる「 書かない」 、 「 待たな
い」 、 「 回ら ない」 、 ワンスト ッ プ窓口サービス
を 提供し ます。
　 また、 市役所１ 階フ ロ アのレ イ アウト の改善や
案内表示の見直し など、 来庁者に分かり やすい、
快適な窓口環境を 整備し ます。

　 　 [ 消防本部（ 警防課） ] 　 　 　 　  

[ 11] 第３ 次東温市環境基本計画の策定
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  1, 045万円

　 　 [ 環境保全課］ 　 　 　  796万円

[ 13] 災害情報システム

5, 330万円

[ 14] 消防車両整備事業

　 　 [ 企画財政課] 　 　 　 　  2億308万円

　 　 [ 学校教育課]  143万円

　 　 [ 危機管理課] 　 　 　 　  

[ 17] 川内公民館事務所等照明設備の

[ 12] 火葬場周辺整備事業

　 稼働から 30年が経過する 斎場桜花苑の設置協定
延長に伴い、 地元奥松瀬川区と 協議し て、 周辺整
備事業（ 奥松瀬川公民館外装補修等） を 行いま
す。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Ｌ Ｅ Ｄ 化

　 社会科副読本を 作成し 、 市内小学校の３ ・ ４ 年
生の社会科の授業で活用し ます。 東温市内の人々
の暮ら し の移り 変わり や地域に受け継がれてき た
伝統、 歴史、 産業等について学ぶこ と で東温市に
愛着を 持つ心を 育みます。

[ 16] 水泳授業委託事業
　 　 [ 学校教育課]  1, 262万円

　 市内小中学校５ 校（ 拝志小、 上林小、 東谷小、
西谷小、 重信中） において、 民間の屋内プールを
活用し 、 主にイ ン スト ラ ク タ ーによる 水泳授業を
実施し ます。 また、 南吉井小学校において、 民間
の屋内プールを 活用し 、 主に教職員による 水泳授
業を 実施し ます。

[ 15] 小学校社会科副読本改訂・ 配布業務

　 平成29年３ 月に策定し た第２ 次東温市環境基本
計画について、 令和８ 年度をも っ て計画期間を 終
了する ため、 必要なデータ の収集・ 整理や基礎調
査等を 実施し て、 今後の課題を 抽出し 、 本市が将
来に渡り 良好な環境を 築く よう 第３ 次計画を 策定
し ます。

総合戦略
総合戦略
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[ 4] 各種予防接種
　   [ 健康推進課] 　 　 　 　  1億6, 732万円

  疾病の早期発見と 早期治療及び生活習慣病の発
症予防と 重症化予防のため、 集団健診・ 個別健
診・ ド ッ ク 健診による 健康診査・ がん検診等を実
施し ます。

　 ◇実施場所
  　 総合保健福祉セン タ ー
　 　 川内健康セン タ ー
　 　 県内指定医療機関及び健診機関

　 ジフ テリ ア、 百日せき 、 ポリ オ、 麻し ん、 風し
ん、 日本脳炎、 破傷風、 結核、 Hi ｂ 感染症、 小児
の肺炎球菌感染症、 ヒ ト パピ ローマウイ ルス感染
症、 水痘、 Ｂ 型肝炎、 ロ タ ウイ ルス感染症の予防
接種について、 対象年齢の方に無料で接種を 行い
ます。 また、 65歳の方を 対象に、 高齢者の肺炎球
菌感染症、 65歳以上の方を対象に、 イ ンフ ルエン
ザ、 新型コ ロナウイ ルスの予防接種の費用を 助成
し ます。

227万円

[ 8] 養護老人ホーム等への入所措置

  老人福祉の向上を図る ため、 地区で実施する敬
老会事業に対し て助成し ます。
　
  ◇75歳以上の高齢者  １ 人当たり 　   1, 500円
  ◇地区経費
　 　 75歳以上の高齢者　 １ 人当たり  　    100円
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 １ 地区当たり  20, 000円

　 緊急時の連絡手段を 確保するため、 75歳以上の
ひと り 暮ら し の高齢者に対し て、 緊急通報装置を
貸与し 、 安否の確認等を 行います。

　 分娩を 取り 扱う 産科医の処遇改善を 支援するこ
と で産科医等の確保を 図るため、 分娩取扱件数に
応じ て支給さ れる 分娩手当等に対し て補助を 行い
ます。

886万円

[ 9] 地域包括支援センタ ー活動支援事業
　   [ 長寿介護課] 　 　 　 　  1, 378万円

　 地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包
括的に支援する センタ ーの活動に対し て支援し ま
す。

　 環境や経済上の理由により 自宅で生活する こ と
が困難な65歳以上の高齢者に対し て、 養護老人
ホーム等への入所措置を 行い生活を 支援し ます。

　   [ 健康推進課] 　 　 　 　  

　   [ 健康推進課] 　 　 　 　  

1, 140万円

１ 　 生涯健康づく り の推進

100万円

[ 1] 医師の確保対策

[ 2] 健康教育の実施

  壮年期から の健康づく り 及び生活習慣病の予
防、 早期発見、 重症化予防を 目的と し て健康相
談、 健康教室、 訪問等を 実施し ます。 また、 高齢
者のフ レ イ ル予防を目的と し て個別の相談・ 訪問
や通いの場などでの運動・ 栄養・ 薬・ お口の健康
に関する健康教室を行います。

　 ◇実施場所
  　 総合保健福祉セン タ ー
　 　 川内健康セン タ ー
　 　 地区公民館及び集会所

[ 3] 健康診査・ がん検診
　   [ 健康推進課] 　 　 　 　  5, 766万円

　 　 [ 長寿介護課] 　 　 　 　  

1, 078万円

　 地域住民が主体と なる 地域福祉を 推進する た
め、 地域福祉の担い手である 市社会福祉協議会の
法人運営事業等に対し て支援を 行います。

[ 5] 社会福祉協議会への活動支援
　   [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

３ 　 高齢者施策の充実

[ 6] 地区敬老会事業への助成
　   [ 長寿介護課] 　 　 　 　  

[ 7] 緊急通報体制の整備
　   [ 長寿介護課] 　 　 　 　  

２ 　 地域福祉体制づく り の推進

4, 200万円
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[ 10] 避難行動要支援者の支援

960万円　   [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  178万円

　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  67万円

　 市内の幼稚園、 認定こ ども 園、 保育所、 小規模
保育事業所等に対し て、 専門員が巡回訪問を 行
い、 保育環境や質の向上のための助言・ 指導等を
行う こ と で、 子育て支援の充実を 図り ます。

　 災害時に避難等の支援が必要な避難行動要支援
者を 地域で支援するため、 避難行動要支援者名簿
を 活用し た一人ひと り の個別避難計画の作成など
を 通し て、 地域の防災力の向上を目指し ます。
　 また、 要支援者の避難先と なる福祉避難所の指
定促進、 資機材の購入、 開設訓練の実施などによ
り 、 福祉避難所の体制を 整備し ます。

2, 346万円

[ 12] 療養介護医療費の給付

[ 11] 特別障害者手当の支給

  身体や精神に重度の障がいを 持ち 、 日常生活で
特別な介護を必要と する障がい者や障がい児の方
の負担の一助と し て手当を 支給し ます。

　 ◇特別障害者手当　 １ 人当たり 　 29, 590円/月
　 ◇障害児福祉手当　 １ 人当たり 　 16, 100円/月

　 自宅での入浴や食事などの手助けを する 居宅介
護や、 就労を希望する 方に対し て訓練やアド バイ
スを 行う 就労支援、 障がい児などに対し て生活能
力向上に向けた訓練などを行う 放課後等デイ サー
ビ スなど、 障がいのある 方が必要な支援を 受けた
際にかかる 費用の一部を 負担し ます。

　 在宅障がい者の移動手段の確保や付添介護に伴
う 負担の軽減によ り 社会参加を 促進するため、 在
宅の身体、 療育、 精神の障がい者手帳を持っ てい
る 方を対象に、 年間24回を 限度にタ ク シーの初乗
り 料金を 助成し ます。

[ 15] 障がい者のタ ク シー利用助成

227万円　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

　 医療を 必要と する障がいがあり 、 常に介護を必
要と する方に対し 、 医療機関において機能訓練や
療養上の管理、 看護及び介護を 提供する療養介護
サービスのう ち 医療に関わる費用の一部を 負担し
ます。

468万円

　   [ 社会福祉課] 　 　 　 　  1, 290万円

　 重度の障がい者や障がい児に対し て、 国が示す
支給対象者の範囲を拡大し て、 紙おむつの購入費
用の一部を 負担し ます。 また、 人工内耳装着者に
対し 、 人工内耳用電池等、 在宅で電気式医療機器
を 生命・ 身体機能維持のために使用し ている 方に
対し 非常用電源の購入費用の一部を 負担し ます。

　 ひと り 親家庭等で一定の条件を 満たす方に対し
て、 生活の安定と 自立を 促し 児童の健やかな成長
を 願っ て児童扶養手当を 支給し ます。

( 対象児童の年齢： 18歳到達後最初の３ 月末まで)

　 重度の障がい者や障がい児
に対し て、 紙おむつ等、 自立
し た生活を 送る ために必要な
日常生活用具費の一部を 負担
し ます。

[ 14] 日常生活用具の支援( 市単独)

　 障害福祉サービ ス事業所や障害者支援施設など
において、 障がいのある 方に活動の場を提供し 一
時的に預かるこ と で、 障がいのある方の家族が仕
事を し たり 、 休息をと る ための支援を し ます。

  子ども を 持つ家庭の生活安定と 次代を担う 子ど
も の健やかな育ち を社会全体で応援すると いう 趣
旨のも と 、 高校生年代（ 18歳到達後の年度末） ま
での子ども を養育し ている方に、 児童手当を 支給
し ます。

【 ３ 歳未満】
　 第１ ・ ２ 子　 　 月額 15, 000円
　 第３ 子以降　   月額 30, 000円
【 ３ 歳以上高校生年代まで】
　 第１ ・ ２ 子　   月額 10, 000円
　 第３ 子以降　   月額 30, 000円

　 子育て支援充実の取組と し て、 ０ 歳から 18歳到
達年度の３ 月31日までの子ども について、 入院・
通院費の窓口負担額を 助成（ 無料） し ます。

[ 21] 教育・ 保育施設等への

           巡回指導

　   [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

588万円

[ 17] 日中一時支援

[ 13] 日常生活用具の支援

6億5, 423万円　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

５ 　 子育て支援の充実

1億3, 994万円

[ 20] 児童扶養手当の支給
　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  2億944万円

[ 19] 子ども 医療費の助成

[ 18] 児童手当の支給

　   [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

４ 　 障がい者施策の充実
14億9, 337万円

[ 16] 障がい者福祉サービス費の給付
　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  
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656万円

[ 25] 紙おむつ購入券の配付
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  

[ 27] 出産世帯奨学金返還支援事業
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  2, 462万円

571万円　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  

　 　 　       センタ ーと う おんの運営

　 人口減少対策と し て、 出産世帯に対し て、 育児
用品等に要する 経費の補助を 行います。
（ 出産後１ 年以内）
　
　 ◇助成額
　  ・ 令和７ 年度以降に
　 　  出産し た夫婦と も
　  　 35歳以下の世帯
　 　 【 30万円】
　  ・ 令和７ 年度以降に
　 　  出生時において夫
　 　  婦どちら かが
     35歳を 超える 世帯
　 　 【 20万円】
　  ・ 令和６ 年度に出産し た世帯
　 　 【 20万円】

[ 23] 児童館の管理運営
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  9, 270万円

296万円

　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  240万円

　 通常の利用時間外も 保育を 実施する 事業者に対
し て委託を 行い、 保育認定を 受けた児童が延長し
て保育を 受けら れる支援を行います。

[ 29] 延長保育への支援
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  

[ 28] 病児・ 病後児保育
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  1, 482万円

　 子ども たちに遊びや活動の場を提供し 、 児童の
健全育成を 図る ため、 児童館を 運営し ます。
　 親子で自由に来館し 内外の遊具などで遊べるほ
か各種イ ベント や子育て相談も 行います。

　 東温市独自の事業と し て、 年齢にかかわら ず最
年長の子ども から 数えて、 第３ 子以降の就園児童
の保育料について月額5, 000円を 限度に免除し ま
す。
（ 保育料が無償の子ども は適用外）

[ 30] 多子世帯の保育料軽減

　 仕事などの理由で、 病気の子ども （ 乳幼児から
小学校６ 年生まで） の世話ができ ない保護者に代
わっ て、 東温市又は松山市の専用施設で一時的に
預かれる体制を 整えています。

　 子育て世帯への経済的支援を 行う ため、 第２ 子
以降の出生に対し て、 市内の登録店舗で利用でき
る 紙おむつ購入券「 愛顔っ 子応援券」 を配付し ま
す。

　 ◇対象者
　 　 市内在住の１ 歳
　 　 未満の乳幼児
    （ 第１ 子は対象外）
　 ◇購入券
　 　 １ 人当たり  50, 000円分

　 子育てし やすい環境づく り を 目指し て、 子育て
支援を行いたい者と 受けたい者を組織化し 、 相互
援助活動を 行います。 主な援助活動と し て、 幼稚
園・ 保育施設の保育時間前や終了後の預かり など
を 行います。

　 人口減少対策と し て、 出産世帯に対し て、 夫婦
の奨学金返還に要する 経費の補助を 行います。

　 ◇助成額： 母子健康手帳発行後から 出生後
　 　 　 　 　 　 １ 年間の返還相当額
　 ◇上限額： 200, 000円/人

[ 22] 放課後児童指導( 学童ク ラ ブ) 事業
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  1億4, 313万円

[ 26] 出産世帯応援事業
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  5, 353万円

[ 24] フ ァ ミ リ ー･サポート ・

　 昼間に仕事などで保護者がいない家庭の児童を
預かり 、 学習や遊びを 援助し ます。

　 ◇平日
　 　 放課後～19: 00

　 ◇土曜日、 長期休業中
　 　 8: 00～18: 00

　 ◇夏期休業（ 予定）
　 　 7: 45～18: 00
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[ 34] 生活困窮者の自立相談支援

　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  

923万円

１ 　 安全・ 安心な都市基盤の整備

[ 32] ひと り 親家庭の学習支援

　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  

　 都市の人口、 土地利
用、 建物、 施設などの
現況及び将来の見通し
を 定期的に把握し 、 ま
ち づく り に関する 各種
計画や施策に活用し ま
す。

　 国民健康保険に加入さ れている方が、 医療機関
への自己負担額が高額なために支払いが困難な場
合、 後日支給さ れるこ と と なる 高額療養費の90％
相当額を 限度に貸付を 行います。

　 少子化の要因の一つである未婚化・ 晩婚化に対
応するため、 独身者を 対象と し たお見合いや婚活
イ ベント 等を開催し 、 意識の啓発や出会いの場を
創出し ます。

2, 314万円

[ 31] 保育所施設の改修
　 　 [ 保育幼稚園課] 　 　 　 　  526万円

　 令和７ 年度は、 拝志保育所及び川内保育園の保
育室の古く なっ たエアコ ンの更新及び南吉井第二
保育所の壁面修繕工事を 実施し ます。

　 ひと り 親家庭の児童の学習への意識と 学力の向
上を 図るため、 大学生や社会人等のボラ ン ティ ア
によ る学習支援を 行います。

　 　 [ 市民課] 　 　 　 　  

　 　 [ 建設課] 　 　 　 　  2億500万円

[ 39] 市道の改良( 前川堤防線）

　 東温スマート イ ンタ ーチェ ンジ開通後の周辺道
路の安全・ 安心な通行を 確保するため、 市道前川
堤防線の未整備区間（ 上村大橋取付部から 県警機
動隊基地まで） を 整備し ます。
　 令和７ 年度は、 重信川緑地公園付近の道路築造
及び舗装工事を 行い、 年度末の供用開始を 目指し
ます。

[ 37] 都市計画基礎調査事業
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  

　 　 [ 社会福祉課] 　 　 　 　  21万円

６ 　 社会保障の充実

　 生活にお困り の方の相談を 専門の支援員が受け
付け、 それぞれの状況に合わせて、 仕事、 住ま
い、 家計改善の支援など、 様々な支援を行いま
す。

  生活困窮者に対し て、 その困窮する 程度に応じ
て必要な保護を 行い、 最低限度の生活を保障する
と と も に、 自立を 支援し ます。

　 市内全域の市道の舗装補修や植樹帯の剪定、 水
やり 、 除草など、 公共土木施設の維持管理を 行い
ます。

[ 36] 国民健康保険高額療養費の貸付

50万円

83万円

[ 33] 婚活への支援

[ 38] 道路橋梁の維持補修
　 　 [ 建設課] 　 　 　 　  1億3, 354万円

4億8, 769万円

[ 35] 生活困窮者の保護
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　 市営住宅の長寿命化と ラ イ フ サイ ク ルコ スト の
縮減を図り 入居者の安全・ 安心な生活を確保する
ため八反地第二団地外壁等改修工事などを 行いま
す。

　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  3億3, 422万円

　 重信川かわまち づく り によ り 、 重信川の河川敷
の活用や環境を 生かし 、 スポーツを 通じ て市民の
交流や賑わいを 創出する よう 公園整備を行いま
す。 令和７ 年度はサッ カ ーグラ ウンド の天然芝の
整備、 スケート ボード 場などを 整備し ます。

[ 47] 市営住宅の改修
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  9, 466万円

[ 44] 公園の管理
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  9, 088万円

　 重信川かすみの森公園や塩ヶ 森ふる さ と 公園な
ど市内42か所の公園の清掃や除草、 植栽管理及び
遊具･施設等の維持修繕を 行い、 市民の憩いの場と
し て利用でき る よ う に努めます。

[ 45] 公園整備事業
　 　 　      （ 重信川かわまちづく り ）

　 住宅困窮者の解消を 図るため、 必要な市営住宅
の戸数を 確保し 、 適切な維持管理によ り 居住環境
を 整えます。 また、 老朽化し 居住者のいない市営
住宅の解体撤去を 進めます。

２ 　 良好な住環境づく り の推進

[ 41] 市道の改良( 出作平松線）
　 　 [ 建設課] 　 　 　 　  10億8, 770万円

　 前川堤防線の新規区間整備完了及び東温スマー
ト イ ンタ ーチェ ン ジ開通後の北野田地区内道路の
安全・ 安心な通行を確保するため、 市道出作平松
線の道路改良を 行います。
　 令和７ 年度は、 改良工事を 行い、 年度末の供用
を 目指し ます。

[ 40] 市道の改良( 牛渕西岡線）
　 　 [ 建設課] 　 　 　 　  3億2, 371万円

　 陸上自衛隊松山駐屯地と 国道11号を 結ぶ既存の
道路は幅員が狭く 、 安全な通行に支障が生じ てい
る ため、 新たな市道（ L=660m） を整備し 、 地域住
民の道路交通の安全・ 安心を 図り ます。
　 令和７ 年度は、 L=30mの道路新設工事と 橋梁（ 上
部） 工、 R11号交差点部、 舗装工を 行い、 年度末の
供用を目指し ます。

[ 46] 市営住宅の管理
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  3, 833万円

[ 42] 生活交通バス路線等運行への助成
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  3, 537万円

　 地域住民の生活交通を 維持・ 確保するため、 市
内の路線バスや予約制乗合タ ク シーの運行経費に
対し 助成し ます。

[ 43] 地域公共交通活性化事業
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  921万円

　 公共交通の維持・ 活性化のた
め、 東温市地域公共交通計画の
策定や、 計画に基づいた事業を
実施し ます。
　 令和７ 年度は計画の改定や子
ども 向け体験教室を実施し ます。
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[ 48] 空き 家再生等の推進
　 　 [ 都市整備課] 　 　 　 　  819万円

　 管理状態が良く 利活用可能な空き 家と 、 老朽化
が進み除却が望まし い空き 家の所有者に個別アプ
ロ ーチを 行い、 対策を 後押し し ます。 また、 防災
上危険な空家等について、 解体費用の一部を 助成
し ます。

 ◇老朽危険空家除却補助
　  ・ 補助件数： ６ 件
　  ・ 上限額　 ： 80万円

[ 49] 移住地「 と う おん」
　 　 　         ブラ ンド 創生

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  579万円

　 市の魅力や住みやすさ を
広く 発信し 「 東温市に住ん
でみたい」 「 東温市に住み
続けたい」 と いう 思いの醸
成に向けたシティ プロ モー
ショ ンを 推進し ます。

  空き 家バンク による 有効利用が可能な空き 家の
情報発信や移住者の受け入れ支援のために、 空き
家の改修費用等について助成し ます。

[ 50] 移住コ ーディ ネイ ト
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  997万円

　 「 移住定住総合窓口」 や「 東温市移住・ 定住支
援ポータ ルサイ ト 」 により 移住に関する各種相
談・ 情報発信を 一元的に行います。
　 また、 東京・ 大阪等で開催さ れる 移住フ ェ アへ
の出展や、 移住視察者向けのアテン ド ツアーを行
います。

[ 51] 空き 家有効活用の支援

[ 55] ごみの収集
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  4億7, 701万円

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  353万円

　 家庭から 排出さ れる 一般廃棄物（ 燃やすごみ・
資源ごみ・ 粗大ごみ） を 分別し 、 関係法令に定め
ら れた一般廃棄物処理基準を 遵守し た上で運搬
し 、 ごみの性状により 、 焼却・ リ サイ ク ル・ 埋立
処理を適正に行います。

【 令和７ 年度数値目標】
　 ◇１ 人１ 日当たり の家庭ごみ排出量： 550ｇ
　 ◇リ サイ ク ル率： 15. 1％
　 　 ＊東温市一般廃棄物処理基本計画によ る

　 移住検討者が本市での暮ら し を 体験でき る 移住
体験住宅を 適切に管理・ 運営し 、 本市への移住・
定住の促進を図り ます。

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  61万円

[ 52] お試し 移住の促進

３ 　 環境施策の総合的推進

[ 53] エコ ・ キッ ズ等の支援
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  168万円

　 地球温暖化対策と 防災機能強化のために、 家庭
用のリ チウムイ オン蓄電池、 燃料電池、 ネッ ト ・
ゼロ ･エネルギー･ハウス、 ク リ ーンエネルギー自
動車（ Ｅ Ｖ ） を 設置する 市民に対し て補助を 行い
ます。

　 ◇家庭用リ チウムイ オン蓄電池・ 家庭用燃料電
    池１ 基につき 10万円を補助
　 ◇ネッ ト ・ ゼロ ･エネルギー･ハウス１ 件につき
    20万円を補助
　 ◇ク リ ーンエネルギー自動車１ 台につき 10万円
    を補助

[ 54] 地球温暖化対策

 機器設置の補助
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  1, 000万円

　 深刻化する地球温暖化を背景に環境意識の高い
子ども を 育成する 取り 組みと し て、 就園前の幼児
と 保護者を 対象にし た自然観察会「 と こ と こ ク ラ
ブ」 及び企業・ 大学等から 環境分野の専門家を招
き 、 市内の小学校５ 年生及び中学生を 対象と し た
「 と う おんe-pr ogr am」 を 実施し ます。
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　 災害時に消防団員が使用する小型動力ポン プ３
台と 小型動力ポン プを 積載する車両１ 台を 更新し
ます。 また、 市内に設置のホース格納箱の更新や
新設を行います。

[ 60] 防災訓練の実施
　 　 [ 危機管理課] 　 　 　 　  224万円

　 市の防災力を 向上さ せ災害時の人的・ 物的被害
の軽減を 図るこ と を目的と し て、 各種訓練を 実施
し ます。

[ 61] 避難所整備の強化
　 　 [ 危機管理課] 9億5, 471万円

[ 62] 消防団車両等整備事業

[ 63] 自主防災組織の育成
　 　 [ 危機管理課] 　 　 　 　  174万円

　 河川、 湖沼、 海の汚れは、 家庭から 未処理のま
ま流さ れる 生活排水の汚れが主な原因と なっ てい
ます。
　 生活排水の汚れから 河川を 守るためには、 下水
道や合併処理浄化槽などで生活排水の汚れを 処理
し 、 き れいに浄化し てから 流す必要がある ため、
合併処理浄化槽を 設置する方に補助を 行います。
　 個人設置者に対し て、 新築の場合30～50万円程
度の補助を 行います。
　 単独浄化槽又は汲み取り 便槽から の設置替えに
ついては、 配管工事費30万円、 撤去費９ 万円を追
加補助し ます。

５ 　 消防体制と 防災・ 減災対策の充実

　 　 [ 消防本部（ 総務予防課） ] 　  1, 596万円

[ 59] 家具等固定加速化支援事業

[ 57] 美し いまちづく り の推進
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  

４ 　 上下水道等の整備

[ 58] 合併処理浄化槽設置への助成
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  

[ 56] ク リ ーンセンタ ー解体撤去事業
　 　 [ 環境保全課] 　 　 　 　  3億2, 123万円

　 山之内区と の協定に基づき 令和３ 年度で操炉終
了し た東温市ク リ ーン センタ ーについて、 適切に
解体撤去を 行います。

2, 358万円

40万円

　 市民ボラ ンティ アによる「 美し いまちづく り サ
ポータ ー支援事業」 や「 河川美化事業」 によ り 美
し いまちづく り を 目指し ます。
　 また、 「 植物による 温暖化対策プロ ジェ ク ト 」
と し て、 家庭等において、 ゴーヤやアサガオなど
の植え付けによ る 「 緑のカ ーテン」 の普及を 推進
し ます。

　 地震発生時に家具等の転
倒や破損に伴う 飛散等によ
る 二次被害の防止や避難経
路の確保等を目的と し て、
家具等を 固定する 器具及び
地震による 電気火災を 防止
する ため感震ブレ ーカ ーの
購入・ 設置に要する費用の
一部を助成し ます。

　 地域の方々が自発的に防災活動を 行う 「 自主防
災組織」 の組織力の向上と 地域防災力の向上を図
る ため、 組織が行う 地域防災活動や備蓄品、 資機
材の購入等に係る 経費の一部を 助成し ます。 ま
た、 防災士の資格取得に必要な経費を 助成し ま
す。

　 近い将来に発生が危惧さ れている南海ト ラ フ 巨
大地震等の大規模災害に備え、 必要な資機材や防
災倉庫を 購入する などし 、 災害に強いまち づく り
に努めます。
　 なお、 令和７ 年度は、 指定避難所と なっ ている
小学校３ 校に飲料水兼用耐震性貯水槽、 マン ホー
ルト イ レ システム及び体育館空調設備の設置工事
を 行います。

453万円　 　 [ 危機管理課] 　 　 　 　  
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１ 　 農林業の振興

[ 68] 新規就農者対策事業
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  1, 095万円

　 地域住民等が一体と なっ て、 農地・ 農業用水等
の資源の保全管理や、 水路・ 農道等の補修・ 更新
などを行う 活動を 国・ 県と 共同で支援し ます。

[ 72] 多面的機能支払交付金事業
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  6, 349万円

1, 260万円

　 高齢者の交通事故の減少を 図るこ と を目的に運
転に不安を 持つ高齢者
の運転免許証の自主返
納を 促すため、 65歳以
上の運転免許返納者に
対し て、 乗車券等を交
付し ます。

　 カ ーブミ ラ ーやガード レ ールなどの交通安全施
設の整備を 進め、 市民が安全・ 安心に暮ら せる生
活環境の整備を 行います。

[ 67] 交通安全施設の整備
　 　 [ 建設課] 　 　 　 　  

[ 73] 自伐型林業推進事業
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  150万円

　 森林の経営や施業を 自
ら が行う 低投資、 低コ ス
ト の自伐型林業推進のた
め、 講演会及び講習会を
行います。

[ 71] 土地改良事業への助成（ 市単独）
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  1, 920万円

　 各土地改良区（ 自治区） が
行う 農道改良や農道舗装、 水
路改修などの土地改良事業に
対し て助成し ます。

　 農業生産条件の不利な中山間地域において、 農
用地を維持･管理し ていく ための取り 決めに基づい
て農業生産活動等を行う 集落に対し 、 国･県と 共同
で支援し ます。

　 北野田地区において、 近年の豪雨により 現況水
路が溢水し 、 家屋や道路及び農地が冠水し ている
状況にある ため、 被害の軽減を 図り ます。
　 令和７ 年度は、 調整池用地の買収を 行います。

271万円

91万円

[ 64] 浸水対策事業
　 　 [ 建設課] 　 　 　 　  2億1, 500万円

　 地域での話し 合いによ り 、 目指すべき 将来の農
地利用の姿を明確化する 「 地域計画（ 旧人・ 農地
プラ ン） 」 に位置づけら れる 認定新規就農者に対
し 、 就農直後の経営確立に資するための資金を交
付するこ と で、 地域農業の体質強化を 図り ます。

　 農作物等に被害をも たら す猿・ 猪・ 鹿・ ハク ビ
シン ・ タ ヌ キ・ キツネ・ カ ラ ス・ カ ワウなどの有
害鳥獣から 耕作地、 山林等を 守るため、 侵入を防
止する柵等の設置費用や有害鳥獣の捕獲に対し て
助成を行います。
　 また、 有害鳥獣の捕獲に必要と なる 狩猟免許の
新規取得者に対し 、 取得費用の一部を 支援し ま
す。

[ 69] 有害鳥獣捕獲事業
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  2, 311万円

[ 70] 中山間地域等直接支払事業
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  9, 525万円

[ 66] 運転免許自主返納サポート

[ 65] 地区防犯灯設置への助成
　 　 [ 危機管理課] 　 　 　 　  

　 　 [ 危機管理課] 　 　 　 　  

６ 　 防犯・ 消費生活
　 　 　 　 　 　 ・ 交通安全対策の充実

　 防犯対策と し て防犯
灯の新規設置又は蛍光
灯から Ｌ Ｅ Ｄ への更新
等を 行う 地区に対し 、
その費用の一部を 助成
し ます。
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　 市と 愛媛大学医学部や附属病院、 市内企業等と
の連携の枠組みを 活用し 、 健康寿命の延伸を 目的
と し て、 遠隔医療システム等の新し いデジタ ル技
術を 活用し た健
康増進、 介護予
防事業を 市内各
所で実施し ます。

　 百貨店、 スーパー、 大手流通等のバイ ヤーが、
買い手企業と し てブースを 構え、 中予地域３ 市３
町の事業所が自社製品等を 売り 込める 逆商談会を
開催し ます。

２ 　 商工業の振興

　 中小零細企業の発展を 目指し て、 商品開発や、
人材確保、 労働環境整備、 事業承継など、 中小零
細企業が取り 組む11区分の事業に対し て補助金を
交付し 支援し ます。

　 ◇補助率： １ /２ 以内
　 ◇限度額： 補助メ ニュ ー毎に上限額を設定

           への助成

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  800万円

[ 77] 中小零細企業販路

　 　  拡大に向けたマッ チング

[ 74] 林道の改良
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  4, 205万円

[ 82] 観光物産協会への助成
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  1, 417万円

[ 79] 愛媛大学等と 連携し た

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  50万円

　 　   と う おん健康医療創生事業

　 愛媛大学医学部を中心と し た愛媛大学と 市内中
小零細企業が連携し て「 も のづく り 産業の創生」
と 「 ヘルスケア産業の創生」 を 目指し ます。

　 “ 東温ら し さ ” をコ ン セプト と し た商品やサー
ビ スなどを 「 SAKURA sel ect 」 と し て、 東温市さ く
ら の湯観光物産センタ ーを拠点に、 商品開発や情
報発信、 販路開拓を行います。
　 また、 地域活性化起業人制度を 利用し 、 民間企
業の社員を 受け入れ、 販路開拓や商品開発に取り
組みます。

[ 81] SAKURA sel ect創出事業
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  1, 401万円

[ 80] 愛媛大学地域協働

３ 　 観光・ 物産の振興

　 　 　 　 　 　 　 　 センタ ー事業
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  200万円

　 ふるさ と 交流館「 さ く ら の湯」 の維持管理経費
です。
　 令和７ 年度は、 源泉ポンプ等の設備修繕を 行い
ます。

　 ◇指定管理者： 株式会社創裕

[ 83] ふるさ と 交流館さ く ら の湯運営管理
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  5, 614万円

　 市の観光の活性化やＰ Ｒ を 推進する ため、 市観
光物産協会が実施し ている観光資源の調査・ 整備
や観光地の美化活動、 観光パンフ レ ッ ト の作成、
市内産品の紹介・ 周知・ 販売等の事業に対し て助
成し ます。

　 中小零細企業の発展や地域経済の活性化に向け
て、 愛媛大学地域協働センタ ー中予東温を 拠点に
実施する連携事業（ 研究） に対し て補助を 行いま
す。

  ◇補助率： 10/10以内（ 上限50万円）
  ◇対象者： 愛媛大学の教員等

[ 78] と う おんスマート

　 　   　 　 ヘルスケア創出事業

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  1, 175万円

[ 76] 中小零細企業の取組

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  15万円

　 老朽化が進む林道
の橋梁やト ンネルの
点検を行い、 施設の
劣化の進み具合に応
じ た修繕計画を 立て、
施設の延命化と 健全
な施設を 保つために
修繕工事を 実施し ま
す。

　 市が管理し ている
林道上林河之内線の
道路改良工事を 行い、
車両等の通行の安全
確保や林業作業の効
率化を図り ます。

[ 75] 林道施設長寿命化事業
　 　 [ 農林振興課] 　 　 　 　  2, 750万円
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[ 93] 演劇指導等アウト リ ーチ

  坊っ ちゃ ん劇場と 市内小中学校が交流し 、 自己
表現力の育成や効果的な情操教育を 推進し ます。

　 部活動の地域移行に関し 、 学校、 生徒、 保護
者、 地域が主体的に考え、 熟議し て合意形成を図
る と と も に、 活動をサポート でき る関係機関の連
携・ 協働体制を 構築し 、 持続可能なスポーツ ・ 文
化芸術活動の環境づく り を目指し ます。

[ 92] 特色ある学校づく り への助成
　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  127万円

　 市内小中学校において地域の特性を 生かし た体
験型のふる さ と 教育を 行う こ と により 、 教科書だ
けでは学べない児童生徒の豊かな感性を育て、 社
会的な人間性を 育みます。

[ 84] さ く ら の湯観光物産センタ ー

                       運営管理
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  

[ 91] 学校施設大規模改修

１ 　 学校教育の充実

[ 89] 部活動地域移行事業
　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  160万円

  入学記念品と し て、 中学校新入生に自転車用ヘ
ルメ ッ ト を 贈呈し 、 自転車事故に対する安全対策
を 図ると と も に、 安心・ 安全なまちづく り を 目指
し ます。

[ 90] 新入学生へのヘルメ ッ ト 無償配布
　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  121万円

　 老朽化し た学校施設を 改修するため、 長寿命化
等調査や実施設計を行います。
　 また、 長寿命化改修
工事や大規模改修工事
等を 行います。

　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  

　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  44万円

[ 94] 学校Ｉ Ｃ Ｔ の整備
　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  1億1, 597万円

　 Ｇ Ｉ Ｇ Ａ スク ール構想によ り 導入し た児童生徒
１ 人１ 台端末の活用を 推進するため、 Ｉ Ｃ Ｔ 支援
員の配置や、 授業支援システムの導入などを 行い
ます。
　 また、 情報通信技術（ Ｉ Ｃ Ｔ ） によ り 校務の情
報化を推進し 、 教職員の校務の効率化、 負担軽減
を 図り ます。

　 市内に工場等を 新たに立地し 、 市内在住者を新
たに対象労働者と し て12か月を 超えて継続雇用す
る 企業に対し て補助を 行います。

  ◇補助金： 500千円/人（ 12か月分）

7億9, 813万円

861万円

　 市内事業者や県内外の交流市町と 連携し 、 幅広
い世代が楽し める 観光・ 物産展である 「 家族で楽
し むほっ ち ょ 市」 を開催し ます。

　 ◇開催場所
　 　 ・ さ く ら の湯観光物産セン タ ー
　 　 ・ ふる さ と 交流館「 さ く ら の湯」
　 ◇開催月（ 予定）
　 　 令和７ 年４ 月、 ７ 月、 11月、 令和８ 年１ 月

[ 86］ と う おん魅力発信事業
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  369万円

[ 85] 家族で楽し む
　 　 　   ほっ ちょ 市の開催

　 中小零細企業における雇用の促進を 目指し て、
県内の大学や専門学校、 高等学校などで、 中小零
細企業のＰ Ｒ や交流を 図るシン ポジウム等を 開催
する と と も に、 中小零細企業の紹介冊子を 活用し
てＰ Ｒ し ます。

　 さ く ら の湯観光物産センタ ーの維持管理経費で
す。
　
　 ◇指定管理者： （ 一社） 東温市観光物産協会

　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  18万円

[ 87] 雇用創出奨励金の支給
　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  1, 000万円

４ 　 雇用・ 勤労者福祉の充実

356万円　 　 [ 地域活力創出課] 　 　 　 　  

  市イ メ ージキャ ラ
ク タ ー「 いのと ん」
を 中心と し て、 積極
的な観光Ｐ Ｒ 等を 展
開するこ と によ り 、
広く 市の魅力発信を
行います。

[ 88] 雇用促進に向けた支援
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[ 100] 地域ぐ るみで育む

737万円

[ 98] 教育支援教室運営事業

　 愛媛県のプロ スポーツ チームである 愛媛Ｆ Ｃ 、
愛媛マンダリ ン パイ レ ーツ、 愛媛オレ ンジバイ キ
ン グス、 Ｆ Ｃ 今治について、 市を 挙げて応援し ま
す。
　 また、 プロ選手と 触れ合う 場を 作る こ と で、 ス
ポーツへの興味関心を 高めら れるよう にし ます。

　 健全な青少年を 育成す
る ため、 補導セン タ ーに
２ 名の職員を常時配置し 、
相談活動を 行う と と も に
補導委員と 街頭補導、 環
境浄化活動等に取り 組み
ます。

　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  800万円

　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  48万円

　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  218万円

[ 105] 愛媛プロスポーツ応援事業

　 各分館対抗で、 バレ ーボール・ ソ フ ト ボール・
三世代交流スポーツ（ ク ロッ ケー・ グラ ウン ド ゴ
ルフ ・ モルッ ク ） の大会を開催し ます。
　 大会を 通じ て、 地域住民の融和や親睦を 図るこ
と が期待でき ます。
　 また、 参加チームが減少傾向にある ため、 参加
でき る対象者の拡大を 検討し ます。

[ 104] 各種スポーツ大会の開催

[ 99] 青少年補導事業

501万円

　 未来を 担う 子ども たちの成長を支え、 心身と も
に健康で豊かな未来に希望を 持っ た人間へと 成長
でき るよう 、 土曜教育活動、 放課後子ども 教室、
地域学校協働活動、 地域未来塾などの事業を 、 学
校・ 家庭・ 地域と が連携協働し 、 それぞれの実情
に応じ て実施し ていき ます。

　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  

[ 102] 大人と 子ども のふれあい広場
　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  19万円

　 安全・ 安心な給食を 提供する ため、 施設・ 設備
の改修・ 修繕などを実施し 、 センタ ーの適切な管
理運営に努めます。
　 また、 地場産給食・
食育推進事業では、 市
内生産者と 連携を 図り 、
市産農産物の積極的な
活用や、 子ども たちの
食育活動の推進、 市民
の方々への理解促進に
努めます。

　 教育支援教室「 ひだまり 」 では、 学校に行き た
く ても 行く こ と ができ ない児童生徒に対し て、 基
本的な生活習慣の改善や自立心・ 協調性を 育て、
社会的に自立でき るよ う 、 教育相談や学習支援等
に取り 組みます。

　 　 　 えひめっ 子未来創造事業
　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  

[ 95] 特別支援教育

２ 　 青少年の健全育成

[ 96] 学校給食センタ ーの運営
　 　 [ 学校給食セン タ ー] 　 　 　 　  1億7, 848万円

　 　 [ 学校給食セン タ ー] 　 　 　 　  

４ 　 文化・ スポーツの推進

[ 103] 分館活動事業への助成
　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  541万円

　 現代社会において必要な知識や技術を学習でき
る よ う 「 東温カ レ ッ ジ」 「 地区婦人学級」 「 さ く
ら 講座」 を 開設し 、 年齢にと ら われる こ と なく 学
習でき るよ う 、 その機会を提供し ます。

　 保護者と 子ども が一緒に参加でき る 体験活動を
通じ て、 地域の自然・ 文化を 再認識でき る き っ か
けづく り と なる 講座を 開催し ます。

　 　 [ 学校教育課] 　 　 　 　  1億3, 711万円

808万円

　 食料品価格等の物価高騰によ り 値上げと なる給
食費について、 その一部を 補助する こ と で、 保護
者の負担軽減と 、 学校給食の質と 量を 維持し ま
す。 幼稚園・ 小学校・ 中学校と も に１ 食30円の値
上げに対し 、 ２ 分の１ の15円を 補助し ます。

  小中学校に生活支援員を 配置し 、 配慮が必要な
子ども の相談活動や教育介助など学校生活の支援
を 行います。

３ 　 生涯学習社会の推進

[ 101] 各種講座の開催
　 　 [ 生涯学習課] 　 　 　 　  28万円

[ 97] 学校給食食材費物価高騰対策事業

　 市内37分館がそれぞれに取り 組む「 環境美化活
動事業」 「 異世代・ 家族間交流活動事業」 「 人の
輪づく り ・ 人材育成活動事業」 「 地域課題活動事
業」 「 歴史伝承活動事業」 「 健康づく り 活動事
業」 に対し て助成し ます。
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３ 　 地域コ ミ ュ ニティ の育成

　 地域の発展や地域活動の活性化を 図る ため、 活
動の拠点と なっ ている 集会所の整備や、 地区が管
理する 公園等の遊具及び放送設備の新設・ 修繕に
要する 経費等について助成し ます。

[ 108] コ ミ ュ ニティ 施設整備への助成
　 　 [ 総務課] 755万円

[ 109] 地域おこ し 協力隊の導入
　 　 [ 地域活力創出課] 3, 715万円

　 まち づく り の新たな担い手と し て都市部から
「 地域おこ し 協力隊」 を 誘致し 、 委嘱し ます。 隊
員は「 中山間地域」 「 アート ・ ヴィ レ ッ ジ構想」
「 空き 家」 のそれぞれのミ ッ ショ ン における地域
協力活動を 行いながら 、 任期後の地域への定着・
定住を 目指し ます。

４ 　 市民と 行政と の協働の
　 　 　 　 　 　 　 まち づく り の推進

１ 　 人権尊重のまち づく り の推進

16万円
[ 110] 広報と う おんの発行

[ 106] 人権対策協議会等への助成
　        [ 社会福祉課] [ 生涯学習課] 　 　 　 　  784万円

　 　 [ 総務課] 1, 185万円

　 市役所から のお知ら せなど様々な情報を 市民の
方に分かり やすく 伝える ため、 「 広報と う おん」
を 発行（ 毎月１ 回） し ます。

　 人権尊重のまち づく り を 進めるため、 市人権対
策協議会を 通じ て、 差別のない人権社会の構築を
図る 活動に対し て助成し ます。
　 また、 同和問題を はじ めと する様々な人権問題
の解決を 目指し 、 人権教育の充実と 啓発活動の推
進に取り 組んでいる市人権教育協議会に対し て助
成し ます。

　 　 [ 企画財政課] 69万円

　 市民一人ひと り の声を 大切にする まち づく り を
推進するため、 市内35行政区の地域住民を 対象と
する 「 行政区別タ ウン ミ ーティ ング」 や子ども ・
若者・ 女性・ 高齢者などを対象にし た「 世代別
ミ ーティ ン グ」 を 開催し ます。
　 市長や職員が市民の方々と の意見交換を 通じ
て、 それぞれの地域や世代が抱える 課題を 把握
し 、 市政運営に反映し ていき ます。

[ 107] 男女共同参画社会の推進

　 性別にと ら われるこ と なく 、 個性と 能力を発揮
する こ と ができ る 男女共同参画社会の実現に向け
て講演会や研修会を 開催する など啓発を 図り ま
す。

[ 111] タ ウンミ ーティ ング

                 　   の開催

２ 　 男女共同参画社会の形成

　 　 [ 総務課]

総合戦略

総合戦略
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　 　 [ 市民課]

[ 115] 各種証明のコ ンビニ交付サービス
　 　 [ 市民課] 893万円

　 マイ ナン バーカ ード を 利用し てコ ン ビ ニエン ス
スト アで住民票や戸籍・ 税証明等を 取得するこ と
ができ る「 各種証明書のコ ン ビ ニ交付サービス」
を 実施し ています。 各証明書１ 通150円で取得で
き 、 来庁の手間が省けます。
　 今後も 市民の皆様の利便性の向上に努めます。

　 　 　 　 　 　 　 　 　    運営管理
　 　 [ 地域活力創出課] 464万円

　 「 愛媛県デジタ ル総合戦略」 や「 東温市デジタ
ル化マスタ ープラ ン 」 に基づいて、 Ｄ Ｘ （ デジタ
ルト ラ ンスフ ォ ーメ ーショ ン ） やデジタ ル化を 推
進し ます。
　 オン ラ イ ン 会議やＡ Ｉ （ 人工知能） 、 チャ ッ ト
ツ ールを 活用し た行政事務の効率化、 愛媛県と 県
内市町での外部Ｄ Ｘ 人材の活用やシステム共同利
用によ る行政手続のオン ラ イ ン 化に取り 組みま
す。

５ 　 自立し た自治体経営の推進

1, 555万円

[ 112] 多世代交流拠点施設

[ 116] 戸籍情報システム改修事業

　 戸籍情報システムの令和７ 年度末までの標準化
に向けて、 システム改修を令和６ 年度から 引き 続
き 行います。
　 また、 住民基本台帳システムの標準化に伴い、
コ ン ビ ニ交付システムを 対応さ せる ための改修を
行います。

　 　 [ 地域活力創出課]

　 　 　 　 　  　 センタ ー運営管理

300万円

[ 113] 東温アート ヴィ レッ ジ

　 東温市へのふる さ と 納税によ る寄附を 募集する
ため、 ポータ ルサイ ト の掲載や特産品（ 返礼品）
の送付などを 行っ ています。

　 「 アート ・ ヴィ レ ッ ジと う おん構想」 の核と な
る 拠点施設「 東温アート ヴィ レ ッ ジセン タ ー」 の
運営を 行い、 文化芸術を 通じ た交流人口の拡大、
関連産業の創出及び人材の育成を図り ます。

　 ◇指定管理者
　 　 共同事業体「 アート ヴィ レ ッ ジと う おん」

　 　 [ 総務課] 1, 686万円

[ 114] ふるさ と 納税の推進

[ 117] Ｄ Ｘ ・ デジタ ル化の推進
　 　 [ 企画財政課] 657万円

　 多世代交流拠点施設「 横河原ぷら っ と HOME」 の
利用を 促進し 、 将来的な地域の賑わい再生・ 交流
人口の拡大に繋げていく ため、 施設の適切な維持
管理を 行う と と も に、 市民が主体と なっ て幅広い
活動が展開さ れる よう 、 効率的な運営を 図り ま
す。

総合戦略

総合戦略

総合戦略
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　 　 　 子ども が生まれたと き は、 出産育児一時金と し て
　 　 50万円を 支給し ます。

　 ◇葬祭費を支給 132万円

　 　 　 生活習慣病を 予防する ための特定健診・ 特定保健
　 　 指導や、 その他病気を予防する 事業を 行います。

　 　 　 加入者が亡く なっ たと き は、 葬祭を 行っ た人に
　 　 ２ 万円を 支給し ます。

　 ◇国保事業納付金 7億8, 395万円

　 　 　 国民健康保険事業を運営する ために、 愛媛県内の
　 　 市町が県へ納付金を 支払います。

　 ◇保健事業の実施 4, 895万円

国民健康保険 [ 特別会計] 34億6, 400万円

　 健康でいき いき と し た生活を 送る こ と は、 みんなの願い
です。 し かし 病気やケガは、 突然におそっ てく る こ と が多
いも のです。
　 そのよ う な時、 誰でも 安心し て医療機関で医療が受けら
れる よう 、 お互いに助け合う 制度が国民健康保険です。
　 国民健康保険の財源には、 県から の補助金や、 加入者に
納めていただく 国民健康保険税が充てら れています。
　 平成30年度から 、 県と 市町が一体と なっ て国保を 運営し
ており 、 事務の効率化や標準化等の推進と 、 制度の安定化
を 目指し ます。

〈 主な財源〉

　 ◇出産育児一時金を支給 750万円

　　　　　　[市民課]　　　　 

〈 主な支出の内容〉

　 〈 東温市国民健康保険税〉

　 ◇国民健康保険税
　 ◇県支出金
　 ◇一般会計繰入金

5億  210万円
25億7, 326万円
3億2, 509万円

　 ◇医療費の保険者負担 21億7, 626万円

　 　 　 病院で診療を 受けたと き 、 医療費の約７ 割を 負担
　 　 し ます。
　 　 　 　 （ 医療費の自己負担分を 除いた額を 負担）

　 ◇高額療養費を支給 3億3, 140万円

　 　 　 医療費の自己負担額が一定額を 超えたと き 、 その
　 　 超えた額を 支給し ます。

国民健康

保険税

5.0億円

14.5％

県支出金 25.7億円

74.3％

繰入金

3.3億円

9.5％

その他

0.6億円

1.7％

歳 入
34.6億円

①所得割 2. 8%

②均等割
１ 人　 （ 年間） 10, 900円

③平等割
１ 世帯（ 年間） 5, 500円

課税限度額
１ 世帯（ 年間） 17万円

介護
納付金分

※40～64歳

③平等割
１ 世帯（ 年間） 18, 400円

課税限度額
１ 世帯（ 年間） 66万円

後期高齢者
支援金等分

①所得割 3. 0%

②均等割
１ 人　 （ 年間） 10, 700円

医療費分

①所得割 9. 5%

②均等割
１ 人　 （ 年間）

③平等割
１ 世帯（ 年間） 6, 900円

課税限度額
１ 世帯（ 年間） 26万円

26, 500円

区    分 令和7年度
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　 ◇福祉用具購入費・ 住宅改修費         1, 970万円

　 　 　 入浴や排泄に用いる福祉用具の購入費用、 また、
　 　 手すり の取り 付け等の住宅改修費用の一部を 支給し
　 　 ます。

　 ◇地域支援事業費                  2億1, 537万円
　 　 　 認知機能低下や筋力低下を 予防する ため、 介護予
　 　 防事業（ 脳ト レ ーニング、 運動指導など） の実施、
　 　 また、 高齢者が住み慣れた地域で安心し て生活でき
　 　 るよ う に配食サービ ス、 相談事業等を 行います。

　 　 　 介護保険施設（ 介護老人福祉施設、 介護老人保健
　 　 施設、 介護医療院） に入所し 、 それぞれの施設の機
　 　 能に応じ たサービ スが受けら れます。

　 ◇施設サービス給付費         　     13億310万円

　 ◇地域密着型サービス給付費        6億5, 410万円
　 　 　 住み慣れた地域での生活を 支える ためのサービ ス
　 　 で、 グループホームなどで日常生活の介助を 受けら
　 　 れます。

〈 主な支出の内容〉

　 ◇居宅サービス給付費           　   16億620万円
　 　 ホームヘルパーが居宅を 訪問し て支援を 行う 訪問サ
　 ービ ス、 デイ サービ スセン タ ーに通う 通所サービ ス、
　 短期間施設に泊まっ て介護を 受けるサービスなどが
　 あり ます。

　　　　　　[長寿介護課]　　　　 
　 介護保険は、 介護が必要と なっ た場合に、 でき る限り 自立
し た日常生活が送れる よ う 、 必要な介護サービ スを 総合的・
一体的に提供する仕組みで、 市が運営し 、 40歳以上の方が加
入し て公平に制度を 支えています。
　 介護保険の財源は、 65歳以上の方にご負担いただく 保険
料、 国県支出金、 支払基金交付金（ 40～64歳の方にご負担い
ただく 保険料） などが充てら れています。
　 また、 重症化予防を 目的に、 地域包括支援セン タ ー等に委
託し 、 介護予防事業を 行っ ています。

〈 主な財源〉

　 ◇介護保険料
　 ◇国県支出金
　 ◇支払基金交付金
　 ◇一般会計繰入金

8億3, 286万円
16億2, 272万円
11億1, 374万円

7億538万円

後期高齢者医療 [ 特別会計] 6億380万円

　　　　　　[市民課]　　　　 
　 75歳以上（ 一定の障がいがあると 認めら れたと き は65歳以
上） の方の医療制度です。
　 高齢者と 現役世代の負担を 明確にし 、 社会全体で高齢者
の医療費を 支え合う ために創設さ れた制度であり 、 「 愛媛
県後期高齢者医療広域連合」 が保険者と なっ て運営し てい
ます。
　 市では、 各種申請書・ 届出書の受付や保険証の送付、 広
域連合が決定し た保険料の徴収や納付相談などを 行っ てい
ます。

介護保険 [ 特別会計] 43億4, 560万円

〈 主な支出の内容〉

　 ◇後期高齢者医療
　 　 　 広域連合納付金

5億9, 209万円

〈後期高齢者医療保険料〉（令和７年度一人当たり年額）

＝ ＋

〈均等割額の軽減〉

保険料
（10円未満切捨）
限度額 80万円

均等割額
51,930円

所得割額
〔基礎控除後の総所得金額等〕

×所得割率 10.16％

対象者の所得要件
（世帯主及び世帯の被保険者全員の軽減判定所得の合計額）

軽減割合

　  43万円＋10万円×（給与・年金所得者の数－1） 以下 7割

　  43万円＋30.5万円×（世帯の被保険者数）
　　　 ＋10万円×（給与・年金所得者の数－1） 以下 5割

　  43万円＋56万円×（世帯の被保険者数）
    　 ＋10万円×（給与・年金所得者の数－1） 以下 2割

介 護

保険料

8.3億円

19.2%

国 県

支出金

16.2億円

37.4％

支払基金

交付金

11.1億円

25.6％

歳 入
43.4億円

繰入金

7.1億円

16.2％

その他

0.7億円

1.6％

（所得段階別介護保険料）

所得
段階

保険料
（年額）

1
世帯全員が
住民税非課税

生活保護受給者等
年金収入等80.9万円以下

24,900円

2
世帯全員が
住民税非課税

年金収入等
80.9万円超120万円以下

42,300円

3
世帯全員が
住民税非課税

年金収入等
120万円超

59,800円

4
本人非課税で
世帯内に課税者
がいる

年金収入等
80.9万円以下

78,600円

5
本人非課税で
世帯内に課税者
がいる

年金収入等
80.9万円超

87,300円

6
本人が
住民税課税

合計所得金額
120万円未満

104,800円

7
本人が
住民税課税

合計所得金額
120万円以上210万円未満

113,500円

8
本人が
住民税課税

合計所得金額
210万円以上320万円未満

131,000円

9
本人が
住民税課税

合計所得金額
320万円以上420万円未満

148,400円

10
本人が
住民税課税

合計所得金額
420万円以上520万円未満

165,900円

11
本人が
住民税課税

合計所得金額
520万円以上620万円未満

183,300円

12
本人が
住民税課税

合計所得金額
620万円以上720万円未満

200,800円

13
本人が
住民税課税

合計所得金額
720万円以上

209,500円

区　　　分

表中の「年金収入等」とは、「合計所得金額（年金収入に係る所得は
除く）＋課税年金収入額」のことを指します。
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　 市では、 持続可能な地域社会づく り を 目標に、 東温市で働き 生活する 人の増加や、 その波及効果によ る 地域経
済の活性化を 目的と し た工業団地の整備を 進めています。
　 吉久工業団地は、 川内運動場の東側で、 松山自動車道と 表川に挟まれた場所に位置し ています。
　 令和７ 年度は、 道路の拡幅、 敷地の造成、 上下水道の整備を 予定し ています。

　 吉久工業団地[ 特別会計] 　 　 　 　 　 　 　 　 　     4億3, 640万円

　　　　　　[都市整備課]　　　　 

◇負担金　 　 水道施設工事 1, 638万円

〈 令和７ 年度の主な事業〉

◇工事費　 　 道路拡幅、 造成等 3億8, 560万円   ◇委託料　 　 地積測量図作成 530万円

【造成工事中の写真】 【雨水調整池工事中の写真】
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　　　　　　[上下水道課]　　　　 

水道事業 [ 企業会計] 18億541万円 　

収益的収支（ 水道事業を運営する ために要する 経費と 財源）

 “ 水道” は、 私たちの生活に欠かせないラ イ フ ラ イ ンです。
市では、 各家庭に安全な水を 安定供給するため、 水道施設の耐震化と 更新や維持管理に取り 組んでいます。

資本的収支（ 水道の施設を つく る ために要する 経費と 財源）

〈 令和７ 年度の主な事業〉
【 収益的支出】 【 資本的支出】
◇ 原水及び浄水費 ◇ アセッ ト マネジメ ント 事業

◇ 減価償却費 ◇ 水道施設移設工事
◇ 企業債利子 ◇ 企業債元金

2億7, 347万円 1億5, 670万円
4億2, 065万円 8, 520万円
1億2, 342万円 5億3, 172万円

【浄水場（膜ろ過施設）】 【管路更新工事（アセットマネジメント事業）】

項　 　 目 予算額（ 税込） 割合 説　 　 　 明

収　 　 入 8億7, 339万円 100. 0%

水道料金 6億4, 353万円 73. 7% 使用水量に応じ て使用者から お支払いいただく 料金

一般会計から の負担金 7, 440万円 8. 5% 収益的支出に対し 、 一般会計が負担する費用

長期前受金戻入 1億4, 463万円 16. 6% 建設費への補助金を 耐用年数で振り 分けたも の

その他 1, 083万円 1. 2%

支　 　 出 10億1, 201万円 100. 0%

原水及び浄水費 2億7, 347万円 27. 0% 水源地や浄水施設の運転・ 維持管理にかかる 費用

配水及び給水費 5, 313万円 5. 2% 水道管の維持管理にかかる費用

総係費 7, 385万円 7. 3% 水道事務にかかる費用（ 人件費を含む）

減価償却費 4億2, 065万円 41. 6% 建設費を 耐用年数で振り 分けた費用

企業債利子償還金 1億2, 342万円 12. 2% 借入金に対する利子返済額

その他 6, 749万円 6. 7%

収入 - 支出 △1億3, 862万円

項　 　 目 予算額（ 税込） 割合 説　 　 　 明

収　 　 入 5億3, 648万円 100. 0%

企業債（ 借入金） 1億4, 130万円 26. 3% 建設費の財源と し て国などから 借り 入れる額

国庫補助金 695万円 1. 3% 建設費の財源と し て国から 交付さ れる補助金

工事負担金 9, 500万円 17. 7% 水道施設の移設に対する原因者負担の費用

一般会計から の出資金 2億8, 801万円 53. 7% 資本的支出に対し 、 一般会計が出資する 費用

その他 522万円 1. 0%

支　 　 出 7億9, 340万円 100. 0%

建設改良費 2億6, 168万円 33. 0% 水道管や浄水場の建設改良にかかる費用

企業債元金償還金 5億3, 172万円 67. 0% 借入金に対する元金返済額

収入 - 支出 △2億5, 692万円
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　 市では、 「 私たちが使っ て汚し た水は、 私たち の責任でき れいにし よ う 」 と の想いから 、 公共下水道と 農業集
落排水の整備や維持管理に取り 組んでいます。

　 下水道事業[ 企業会計] 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 17億910万円

　　　　　　[上下水道課]　　　　 

収益的収支（ 下水道事業を 運営する ために要する 経費と 財源）

資本的収支（ 下水道の施設を つく る ために要する 経費と 財源）

【重信浄化センター】 【汚水管きょ工事】

〈 令和７ 年度の主な事業〉
【 収益的支出】 【 資本的支出】
◇ 処理場費 ◇ 汚水管き ょ 工事
◇ 減価償却費 ◇ スト ッ ク マネジメ ン ト 事業
◇ 企業債利子 ◇ 企業債元金

3億5, 359万円
4億6, 095万円

1億617万円

5, 000万円

5億4, 845万円
1, 700万円

項　 　 目 予算額（ 税込） 割合 説　 　 　 明

収　 　 入 11億7, 762万円 100. 0%

使用料収入 5億7, 427万円 48. 8% 汚水量に応じ て使用者から お支払いいただく 使用料

一般会計から の負担金 2億354万円 17. 3% 収益的支出に対し 、 一般会計が負担する 費用

長期前受金戻入 3億3, 935万円 28. 8% 建設費への補助金を 耐用年数で振り 分けたも の

その他 6, 046万円 5. 1%

支　 　 出 10億3, 179万円 100. 0%

処理場費 3億5, 359万円 34. 3% 処理場の運転・ 維持管理にかかる費用

総係費 7, 531万円 7. 3% 下水道事務にかかる費用（ 人件費を含む）

減価償却費 4億6, 095万円 44. 7% 建設費を 耐用年数で振り 分けた費用

企業債利子償還金 1億617万円 10. 3% 借入金に対する利子返済額

その他 3, 577万円 3. 5%

収入 - 支出 1億4, 583万円

項　 　 目 予算額（ 税込） 割合 説　 　 　 明

収　 　 入 5億1, 574万円 100. 0%

企業債（ 借入金） 2億6, 150万円 50. 7% 建設費の財源と し て国などから 借り 入れる額

一般会計から の補助金 2億1, 557万円 41. 8% 資本的支出に対し 、 一般会計が補助する 費用

国庫補助金 2, 700万円 5. 2% 建設費の財源と し て国から 交付さ れる補助金

その他 1, 167万円 2. 3%

支　 　 出 6億7, 731万円 100. 0%

建設改良費 1億2, 886万円 19. 0% 管き ょ や処理場の建設改良にかかる費用

企業債元金償還金 5億4, 845万円 81. 0% 借入金に対する元金返済額

収入 - 支出 △1億6, 157万円
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         　 　     令和７ 年４ 月作成


